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要　旨

我が国で急速に進む少子高齢化は労働人口の減少や貯蓄率の低下を引き起こし，

労働力と資本の成長を鈍化させる．これまで高い出生率と貯蓄率に支えられて順

調に成長を続けてきた労働力と資本の推移が今後は不安定な状態に陥ることから，

経済状態の安定を前提としていた既往の分析方法に代わる新たな政策評価手法の

開発が求められている．本研究では経済活動の生産性を高める上で重要な役割を

果たす労働・民間資本・社会資本の 3者のバランスに着目し，少子高齢化社会におい

て効率的に社会資本を蓄積していくための政策評価モデルを提案する．
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第1章 はじめに

社会資本整備を効率的に進めていくことは国家にとって重要な課題である．わが

国では特に高度成長期以降大量の社会資本の整備を進めてきたが，近年の急速な

少子高齢化の進行により従来にはなかった問題が生じている．

第一に ，労 働力と 資本の成 長が 鈍化 あるいはマ イナスに 転ずると いう問題 があ

る．これま で は 高 い 出 生率と貯 蓄率を背 景にどち らも成長 を続けてい たため，企

業の経済活動を支える社会資本も順調にストックを増やしていて問題はなかった．

しかしながら今後わが国が迎える少子高齢社会では，生産年齢人口の減少が労働

力の減少につながる上，貯蓄を取り崩す主体である高齢世帯が増加することによ

り貯蓄率は低下する．労働と資本がそれぞれの生産性に基づく良好なバランスを

保っているときに経済活動の生産性は大きくなると考えられるので，今後は推移が

不安定 に な る労 働・民間 資本との バランス を注意深 く見なが ら社会資本 整備を行

う必要がある．

第二に財政上の問題がある．少子高齢化が進み労働力と資本の成長が滞るとGDP

の 成 長 も鈍 化 す る た め ，GDPを源 泉 と す る 税 収 も 伸 び な や む ．さ ら に 高 齢 化 の 進

行は社会 保障費の 増 大 を招き ，社会資本 投資を圧 迫する．こ の問題は既 に顕在化

しており，社会保障費が毎年過去最高額を更新する一方で，公共事業費は 2001年度

からの 10年間で約 4割が削減されている（年度当初予算額で比較） 1) 2)．限られた税

収の中で，社会保障とのバランスを見ながら社会資本整備を行う必要性が高まって

いる．

以 上は 定性的な 記述であ るが，これ らの問題を はらんだ 少子高齢 化社会に おけ

る政策評価の手法は，定量的な分析に堪えうるものでなければならない．少子高齢

化社会の大きな特徴は，経済状態が安定しないという点にある．複雑に推移する各

種経済指標を，長期間にわたって詳細に分析できる手法の開発が求められている。

本研究では応用一般均衡モデルをもとに，少子高齢化社会における効率的な資本

の蓄積過程を実現する政策を評価するためのモデルを提案する．以下，2．では本

研究の基本的な考え方を述べ，3．で今回構築したモデルを説明し，4．で各種パラ

メータの推定を行う．5．でシミュレーション分析を行い，政策と社会厚生の関係や資
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本ストックなど各種経済指標の推移を明らかにして，モデルの妥当性を検証する．
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第2章 本研究の基本的な考え方

2.1 応用一般均衡モデルの特長

定 量 的 な 政 策 評 価 手 法 と し て 代 表 的 な も の に ，応 用 一 般 均 衡（CGE : Computable

General Equilibrium）分析がある．CGE分析とは，レオン・ワルラスが構築した一般均

衡理論の実証を目的とする分析手法であり 3)，異なる経済環境の下での各種数値解

を求め，それを比較することで政策・経済環境の変化が経済に与える影響を評価し

ようとす るものであ る．貿易政 策や租税 政策のほ か，社会資 本整備の評 価手法と

しても広く用いられており，本研究で構築したモデルもこのCGEモデルを基本とす

る．CGEモデルは一国のようなマクロなスケールの経済を分析対象とすることが

できる上，政策評価の指標となる社会厚生を定量的に測定可能であるというメリッ

トがある．社会厚生以外にも財の生産量や価格といった各種の経済指標も同時に測

定でき，少子高齢化が経済に及ぼす影響や資本ストックの推移に着目する本研究に

適した手法といえる．

2.2 応用一般均衡モデルの拡張

伝統的なCGEモデルは静学モデルであるため，そのままでは社会資本整備効果の

時系列変化や少子高齢化のような動学的な現象を扱えない．CGEモデルの動学化

については 1980年代以降多くの研究がなされており，貿易・金融政策などに広く用

い ら れ て い る 4) 5)．動 学 化 に あ たって 本 研 究 で は 完 全 予 見 性 を 想 定 し な い 逐 次 型 の

動学モデルを採用した．完全予見を前提とするモデルでは政策の効果の発生時期

が曖昧になるため，刻一刻と変化する資本ストックと政策の関係を分析するには不

向きである．逐次型の動学モデルでは各期を静学的に均衡させて数値解を求める

ので，そのような問題が少ないという利点がある 6)．

さら に 本研究で は，一時点 の経済に 複数の世代 が重複し て存在す ることを 明 示

できる世代重複モデルを組み込み，少子高齢化を表現できるようにモデルを拡張

した．年齢によって家計を就労世代と引退世代に分け，それぞれが異なる行動を取
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るとすることで，人口分布の変化が経済に影響を及ぼす様子を表現できる．

2.3 社会資本の経済効果

社会資 本が も た ら す経済 効果には ，需要面の効 果である フロー効 果と供 給 面の

効果であるストック効 果がある 7)．社会資本のフロー効果とは，政府が公共投資を

行うことによって建設業などに需要を創出することを指す．ストック効果はさらに

厚生効果と生産力効果に分けられる．厚生効果とは防災インフラが地域住民に安

全・安心をもたらしたり，上下水道の整備が衛生状態を改善させたりする効果を指

し，生産力効果とは例えば高速道路や港湾が輸送コストの低減を通じて企業の生

産性を向上させるような効果を指す．後者の生産力効果をもたらす，生産資本とし

ての性格が強い社会資本をAschauerは「コア・インフラストラクチャ」と呼び 8)，他の

社会資本と区別した．本研究ではAschauerによる分類を参考にし，社会資本のストッ

ク効果をコア・インフラのもつ生産力効果に限定してモデルを構築した．

2.4 社会厚生の定義

社会資本整備にあたっては費用負担の世代間公平性がしばしば問題にされる．し

かし今回のシミュレーションでは家計の寿命がシミュレーション期間より長くなり生

涯効用を測定できる家計が一世代も存在しないため，世代間公平性を評価指標に

加えることはできない．本研究では，家計の財の消費量によって決まる各時点の効

用を全人口・全シミュレーション期間にわたって合計したものを社会厚生として定義

し，政府はこれを最大化させるような政策を取るとした．
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第3章 モデルの概要

3.1 主な前提条件

本モデル中で用いた主な仮定は以下の通りである．

(1)対象となる経済空間は一国で閉じたものとし，外国は考えない．

(2)経済には企業，家計，政府の 3つの経済主体が存在する．

(3)企業は労働と民間資本，および生産資本としての性格が強い社会資本（コア・イ

ンフラ）の 3つを生産要素として生産活動を行う．その行動は各期において利潤最

大化行動に従う．

(4)家計は世代構造をもち，労働収入の有無・貯蓄率の高低など年齢によって行動に

違いがある．また，すべての家計は各期において効用最大化行動に従う．

(5)政府が行う社会資本投資はコア・インフラのストックを増加させ、企業の生産活

動を促進する．

(6)政府が行う社会保障は，引退世代人口に比例した額が毎年なされる．

(7)シミュレーション期間は 30年とする．その間の全家計の効用の合計を社会厚生と

定義し，これを最大化させる税率を政府の取るべき最適政策とする．

3.2 企業の行動モデル

産業部門は農業・工業・サービスの 3つに集約して考える．各部門の企業はコブ＝

ダグラス型生産関数の下で労働，民間資本，および社会資本を用いて生産を行う．

企業の生産要素となる社会資本は，生産資本としての性格が強いコア・インフラと

して他の社会資本と区別し，具体的な分類は 4章にて説明する．モデルの動学化に

あたって生産技術の進歩を考えることとし，式中の労働生産性 Aが毎年 φ(%) の割合

で増加するとした．

　企業は以下の利潤最大化行動に従う．なお，以下のモデルはシミュレーションの各

時点における静学的な均衡を表しているため，時間変化の仲介として利用される
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動学的変数を除き時点を表すラベル tの記述を省いている．

max πi = pz
i Zi − (W · Li + R ·Ki) (3.1)

s.t. Zi(Li,Ki) = bi(ALi)αiKβi
i Gγi (3.2)

式中の各記号の意味は次の通りである．

i：産業を表すラベル（i=1,2,3）

πi：第 i部門の企業が得る利潤

pz
i：財 iの生産者価格

Zi：財 iの生産量

W：賃金

Li：部門 iに投入される労働力

R：資本レント

Ki：部門 iに投入される民間資本

G：コア・インフラのストック

A：労働生産性
(
At = (1 + φ)t

)

φ: 潜在成長率

bi：生産関数の規模係数

αi, βi, γi : 生産関数の投入割合係数 (αi + βi + γi = 1)

労働と民間資本とコア・インフラの間で規模に対して収穫一定の仮定を用いるの

で，生 産活 動に おいて 社会資本 は対価不 要の生産 要素と見 なすことが でき る ．こ

のため企業には利潤が発生することになるが，生じた利潤は全て家計に保有資本

量に応じて分配されるとする．

3.3 家計の行動モデル

家計は世代構造をもち，20歳で経済に参入し，64歳まで働いた後，79歳まで生存

する．便宜上，就労世代の年齢を表す集合を Sy = {20, · · · , 64}，引退世代の年齢を表す
集合を Sr = {65, · · · , 79}とする．s歳世代には外生的に人口Ns（単位：千人）が与えら

れている．
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3.3.1 効用関数

効用関数は就労期と引退期で共通している．

max us =
∏

i

(
qH
i,s

)ρi ∀s (3.3)

ただし，

us：s歳世代の効用（千人あたり）

ρi：効用関数の支出割合係数

qH
i,s：s歳世代の財 i消費量（千人あたり）

である．

3.3.2 就労世代の行動モデル

就労期の所得は労働収入と資本収入，および企業から利潤分配から成る．企業か

らの利潤 分配は，資本 収入と同 様に保有 する資本 の量に応 じて決まる ．納税後の

可処分所得から外生の貯蓄率に基づいて貯蓄を行い，残りの額でその期の消費を

行う．

(1−mpss)
(
1− τd

)
ys =

∑

i

pq
i · qH

i,s ∃s ∈ Sy (3.4)

ys = W · lpc + R · ks +
ks∑

s ksNs

∑

i

πi ∃s ∈ Sy (3.5)

ただし，

mpss：s歳世代の貯蓄率（外生）

ys：所得

τd：所得税率

pq
i (= (1 + τ z

i )pz
i )：財 iの需要者価格

τ z
i：生産税率

lpc：就労世代人口千人あたりの労働力

ks：s歳世代の保有資本量（千人あたり）

である．

就 労世 代は年齢 ごとに異 なる外生 の貯蓄率に 基づいて 投資を行 い，保有資 本量

を増加させる．

kt+1
s+1 = (1− δK)kt

s +
mpss(1− τd)yt

s

pV
t

∃s ∈ Sy (3.6)
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ただし，

δK：資本減耗率

pV：投資財価格

である．

3.3.3 引退世代の行動モデル

引退期の収入は資本収入，企業からの利潤分配，年金，および資本を取り崩して

得る収入から成り，貯蓄は行わず消費のみを行う．収入の内，資本を取り崩して得

る収入には課税されない．

(
1− τd

)
ys + pv · cts =

∑

i

pq
i · qH

i,s ∃s ∈ Sr (3.7)

ys = R · ks + ω +
ks∑

s ksNs

∑

i

πi ∃s ∈ Sr (3.8)

ただし，

ω：年金給付額（引退世代人口千人あたり）

cts：取り崩す資本量

である．

引退世代は，引退 1期目に保有している資本を余命 (79− 64 =)15年で等分して各期

で均等に消費していくものとしており，資本の更新式は以下のようになる．なお，

式中 t′sは，s歳世代が引退期 1年目にあるときの tを表す．

kt+1
s+1 = (1− δK)kt

s − ctts ∃s ∈ Sr (3.9)

ctts =
(

kt′s
15

− δKkt
s

)
∃s ∈ Sr (3.10)

3.3.4 資本保有量に関する条件

家計は経済に参入した最初の年には資本を持たず，また生存する最後の年に全て

の資本を使い果たすとし，相続は考えない．

k20 = k80 = 0 (3.11)
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3.3.5 家計全体で見た資本の更新式

経済全体で見た各時点の資本量及び資本の更新式は以下のようになる．

Kt =
∑

s kt
s ·N t

s (3.12)

Kt+1 = (1− δK)Kt + ∆Kt (3.13)

∆Kt =
∑

s∈Sy

mpss(1−τd)yt
s

pV
t

·N t
s −

∑
s∈Sr

ctts ·N t
s (3.14)

ただし，Kt：第 t期における総民間資本ストックである．

投資財 は企業が 生産した 財を一定 の割合の下 で組み合 わせて作 られ，価 格 はそ

の割合に応じた財の需要者価格の線形和に等しい．

QV
i = µV

i ∆K (3.15)

pV =
∑

i

µV
i · pq

i (3.16)

ただし，

µV
i ：民間資本投資財 1単位を合成するために必要な財 iの量

QV
i ：財 iの民間投資財需要

である．

3.4 政府の行動モデル

3.4.1 政府収支

政府収支を表す式は以下のようになる．

∑
s

τd · ys ·Ns +
∑

i

τ z
i · pz

i ·Qi = ω
∑

s∈Sr

Ns +
∑

i

pq
i ·QG

i + V G (3.17)

ただし

QG
i ：財 iの政府消費量

V G：社会資本整備

である．

政府は生産税と所得税からなる収入を，社会保障と公共サービス，および社会資

本投資に振り分ける．社会保障は引退世代に支給される年金として表現し，一人あ

たりの額は就労世代が得る労働収入の 2割に固定する．これで高齢化の進行に伴っ
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て増大する社会保障費を表現することができる．公共サービスは総人口に比例し

て為されるとし，コア・インフラでない都市公園や社会教育インフラなどに対する

支出もここに含まれる．社会保障と公共サービスが人口によって決まるので，税率

の増減はそのまま社会資本投資の増減と 1対 1に対応する．税率には所得税率と生

産税率があるが，両方を一括で動かして最適政策を探す．この時の倍率をCとする．

単純 化 のために 長期的に は財政は 均衡すると いう仮定 を用い，政 府収入 は 税収

だけで賄われるとした．

3.4.2 社会資本の更新

政府の社会資本投資によってコア・インフラストックGが更新される．

Gt+1 = (1− δG)Gt + ∆Gt (3.18)

∆Gt = V G
t

pGV
t

(3.19)

ただし，

δG：社会資本減耗率

pGV：社会資本投資財価格

である．

社 会 資 本 投 資 財 は ，民 間 投 資 財 と 同 様 ，各 財 を 一 定 の 割 合 で 組 み 合 わ せ て 作 ら

れる．

QGV
i = µGV

i ∆G (3.20)

pGV =
∑

i

µGV
i · pq

i (3.21)

ただし，

QGV
i ：財 iの社会資本投資財需要

µGV
i ：社会資本投資財 1単位を合成するために必要な財 iの量

である．
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3.5 その他の方程式

3.5.1 市場均衡条件

各期において労働市場，資本市場，財市場の均衡が成り立つ．

∑
i Li =

∑
s∈Sy

Ns · lpc (3.22)
∑

i Ki =
∑

s ks ·Ns (3.23)

Zi = QH
i + QV

i + QG
i + QGV

i (3.24)

ただし，QH
i (=

∑
s qH

i,s ·Ns)：家計全体で見た財 iの消費量である．

3.5.2 社会厚生

各年における家計全体の効用を，シミュレーション期間である 30年後にまでわたっ

て合計したものを社会厚生 UU として定義し，UU を最大化させる税率を最適政策

とする・

UU =
30∑

t=0

∑
s

ut
s ·N t

s (3.25)
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第4章 データセットの作成

4.1 社会会計表の作成

以下の手順により作成した社会会計表は表–4.1に掲載している．

具体的な手順は細江・我澤・橋本 11)を参考にした．産業連関表は 2005年版の 34部門

表を使用し，同時にこの年を基準年（t = 0）とする．まず産業部門を 3つに集約する．

分類番号 01.『農林水産業』を「農業」に，02.『鉱業』～18.『その他の工業製品』をま

とめて「工業」に，19.『建設』～34．『分類不明』をまとめて「サービス」とした．さら

に行項目の『雇用者所得』と『家計外支出』をまとめて家計の「労働所得」に，『営

業所得』と『資本減耗引当』をまとめて家計の「資本所得」とした．資本所得には企

業からの資本レントの他，利潤分配金も含まれている．同じく行項目の『間接税』

と『経常補助金』はまとめて「生産税」とした．

次 に 列 項 目 の『 家 計 外 消 費 支 出 』と『 民 間 消 費 支 出 』を ま と め て「 家 計 消 費 」と

し，『一般政府消費支出』はそのまま「政府消費（公共サービス）」とした．さらに列

項目の『国内総固定資本形成（民間）』から『在庫投資純増』を引いた額を「民間投

資」とし，『国内総固定資本形成（公的）』はそのまま「社会資本投資」とした．

こ れで 社会会計 表の草稿 が完成し た．本モデル では財の 中間投入 を考えな いの

で，「生産活動 – 生産活動」の部分は全てゼロにする．なお，「(行項目) – (列項目)」の

表記で該当する社会会計表のマスを表すとする．中間投入以外に外国の項目も無

視しているので，当然ながら現時点では対応する行和と列和は一致しない．元々の

産業連関表を作成する各段階において何らかの行列調整が行われていることを考

えると，複雑で手間のかかるこの作業をさらにもう一度繰り返す価値はそう大き

くない．そこで本稿では，列和を固定し，これに合うように，対応する行全体を一

律にスケールアップ（またはダウン）させるに留めた．

資本収入，労働収入，生産税の行および列は，唯一の列項目が対応する行和とし

て入力されるので調整の必要はない．民間投資と社会資本投資は唯一の行項目が

対応する列和として入力されるのでこれも調整しなくてよい．残る２マスの中身

は「家計 – 政府」のマスに当たる社会保障費と，「政府 – 家計」のマスに当たる直接
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税である．まず老齢基礎年金の 2005年 3月末時点の平均月額 5.8万円に引退世代の人

口を掛けた額を社会保障費とする．次に家計の行和と列和が合うように直接税の

額を決めれば，政府の行和と列和も一致する．

以上で社会会計表が完成した．

4.2 人口データの作成

以下の手順により作成した人口に関するデータは表–4.2，表–4.3に掲載している．

4.2.1 各年齢人口と将来人口予測

2005年時点での各年齢の人口及び将来の人口予測に必要なデータは，総務省統計

局ホームページより入手した．後で行う金融資産のデータが５歳刻みであるため，

人口だけ 1年刻みのもの を用いると丙午生まれの世代の一人当たり保有資本量が

突出しまうなどの不都合が生じる．よって人口も 5歳階級のデータから読み取り，そ

れを 5で除した数値を各年齢の人口とした．寿命を 79歳としているので，80歳以上

の人口は外生的にゼロとする．出生児数の予測は隔年でしか行われていないので，

空白期間は各年の増減数が一定であるとして推定を行った．

4.2.2 各年齢の貯蓄率および保有資本量

年齢別の貯蓄率のデータは，新堂精士「貯蓄率低下の背景―年齢・所得階層別の

分析から―」10)より中所得階層の貯蓄率を引用した．ただし 2003年までの推計結果

しか無かったため，2000年～2003年の各世代の平均をそれぞれの貯蓄率とした．引退

世代である 65歳以上の貯蓄率は外生的にゼロとした．

年齢別の保有資本量を求めるために，まず総務省統計局ホームページより 2005年

の総民間企業資本ストックデータ（1,137,813,616百万円）を入手し，この年における 1

円分の資本を 1単位のストックと定義した．次に熊野英生「団塊マネーの追跡，高齢

者貯蓄の行方」 13)から 5歳階級別保有資産割合のデータを入手し，上記の総民間資

本ストックと掛け合わせて 5歳階級別保有資本量を算出した．25～65歳の世代につい

ては単純に 5歳階級別保有資本量を 5で除し，さらに人口（単位：千人）で除したも

のを千人当たり保有資本量としたが，20～24歳世代と引退世代についてはモデルの
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条件との整合性がとれるように工夫を加えた．すなわち 20歳世代の保有資本量は

外生的にゼロとし，22歳世代の千人当たり保有資本量は 21歳世代の千人当たり保

有資本量の 2倍，23歳世代は 3倍，24歳世代は 4倍になるようにする．引退世代につ

いても，78歳世代の千人当たり保有資本は 79歳世代の 2倍，77歳世代は 3倍，· · ·，65

歳世代は 15倍となるよう調整した．

4.3 社会資本データの作成

社 会資 本の内，企 業 が 生 産 活動に用 いるのは生 産資本と しての性 格が強い も の

（コア・インフラ）に限る．コア・インフラの具体的な分類は基本的にAschauer 8)によ

る定義（道路・航空・鉄道・地下鉄・下水道・水道・工業用水・電気・ガス）を参考にし

た．本稿で はこれに農 林漁業と 港湾を追 加し，一方 で電気と ガスは民間 資本とみ

なして除いた．コア・インフラ以外の社会資本は社会資本ストックに含めないとす

る．社会資本データは内閣府 14)より入手した．しかし本稿執筆段階では 2003年まで

のデータしか得られなかったため，簡便な調整を施して暫定的なデータとして用い

る．すなわち，2001年から 2003年の増分を 2003年のストックに足した数値（497,785,409

百万円）を基準年のストックとした．民間資本と同様，基準年における 1円分の資本

を 1単位のストックと定義した．なおストックの更新については，民間資本投資・社

会資本投資とも投資総額を各期におけるそれぞれの投資財価格で除した量が新た

な増分として蓄積されるとしている．

コア・インフラ以外の社会資本の内，電気・ガス・電気通信は民間資本に含まれる

とみなした．都市公園・学校施設・社会教育・廃棄物処理・治水・治山・海岸・国有林・公

共賃貸住宅に関わる費用は，総人口に比例した額の支出が毎年為される公共サー

ビスの一部と見なした．
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第5章 パラメータの推定（キャリブレーション）

社会会計表を用いて各種パラメータの推定を行う．文字の右肩に付く添え字の 0

は基準均衡における値であることを示す．

5.1 生産関数のパラメータ推定

まず生産関数中の労働力の投入割合係数 αiを求める．企業の利潤最大化問題に関

して，ラグランジュ乗数 λを用いて次のようなラグランジュ関数 Liを定義する．ここ

で，生産関数中に含まれる労働生産性Aは基準年においては 1であるから無視して

構わない．

Li(Zi, Ki, Li, λ) = (pz
i · Zi −W · Li −R ·Ki) + λi

(
biL

αi
i Kβi

i Gγi − Zi

)
(5.1)

この問題は内点解をもつから，次のような一階条件が得られる．

∂Li
∂Zi

= pz
i − λi = 0 (5.2)

∂Li
∂Li

= −W + λiαi
biL

αi
i K

βi
i Gγi

Li
= 0 (5.3)

∂Li
∂λ = biL

αi
i Kβi

i Gγi − Zi = 0 (5.4)

ラグランジュ乗数を消去して

αi =
W · Li

pz
i · Zi

(5.5)

基準年において財の生産者価格と賃金は全て 1とする 11)ので，次の式により αiが求

まる．

αi =
L0

i

Z0
i

(5.6)

続いて βiと γiを求めたいが，社会会計表から社会資本の生産性に関するデータを

読みとることができないので，γi/βiを外部のデータから求める必要がある．データ

の都合上，γi/βiは全産業で同じ値 (γ/β)を取るとする．最初に日本国の実質GDP，労

働人口，民間資本ストック，社会資本ストックの時系列データを使って，以下のよう

な方法で γ/βを求めることを考えた．つまり，次の式

ln GDPt = b′t + α ln Lt + β lnKt + γ ln Gt + εt (5.7)
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を使って重回帰分析を行おうとしたが，民間資本ストックと社会資本ストックの相関

が非常に強かったために失敗した（多重共線性）．

そこで ，民 間資本 と社会資 本に 対し て最適な投 資が為さ れている という仮 定を

用いて推定を行った．このとき両者の投資収益率が等しくなるため，減耗率の違い

を無視し，かつ投資財価格が一定とすれば，次の式が成り立つ．

∂Z

∂K
=

∂Z

∂G
(5.8)

整理して，

βKβ−1GγLα = γGγ−1KβLα (5.9)

lnβ + (β − 1) ln K + γ ln G = ln γ + (γ − 1) lnG + β ln K (5.10)

ln β − ln K = ln γ − lnG (5.11)

γ
β = G

K (5.12)

2005年の民間資本ストックと社会資本ストックは 4章より既知であるから，

γ

β
= 0.437 (5.13)

を得る．この値と最初に求めた αi の値，および αi + βi + γi = 1（企業の技術は規模に

関して収穫一定より）から，βi と γi が求められる．

規模係数 biを求める式は次の通りである．

bi =
Z0

i

L0αi
i K0βi

i G0γi

(5.14)

5.2 効用関数などのパラメータ推定

家計の支出割合係数 ρiや投資財 1単位を作るのに必要な各財の量 µV
i ，µGV

i は社会会

計表から簡単に求められるが，間接税を考慮することに注意しなければならない．

ρi = (1+τz
i )QH0

i∑
i
(1+τz

i )QH0
i

(5.15)

µV
i = (1+τz

i )QV 0
i∑

i
(1+τz

i )QV 0
i

(5.16)

µGV
i = (1+τz

i )QGV 0
i∑

i
(1+τz

i )QGV 0
i

(5.17)
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人口千人当たり必要な公共サービス（政府消費量）gpciは，次の式で求められる．

gpci =
QG0

i∑
s N0

s

(5.18)

就労世代人口千人あたりの労働力 lpcは，以下の式で求められる．

lpc =
∑

i L
0
i∑

s N0
s

(5.19)

5.3 資本減耗率と潜在成長率の設定

減耗率については様々な試算があり，本モデルでは資本を民間資本とコア・インフ

ラの 2種類に集約しているので，正確な数値を産出することは極めて難しい．その

ため本稿では民間資本減耗率 δK = 0.05，社会資本減耗率 δG = 0.033と外生的に与える

に留めた．

潜在成長率 φについても同様に様々な試算があるが，今回のシミュレーションでは

これを外生的に 1% とした．
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第6章 シミュレーション結果とモデルの妥当性の検証

6.1 モデルの全容

整理のため，以下に解くべき連立方程式体系を示す．逐次型の動学モデルのため，

シミュレーションではその年数分だけこの連立方程式体系を解く操作を繰り返せば

よい．

・企業行動

Zi = bi(A · Li)αiKβi
i Gγi ∀i (6.1)

Li =
αip

z
i Zi

A ·W ∀i (6.2)

Ki =
βip

z
i Zi

R
∀i (6.3)

πi = pz
i Zi − (W · Li + R ·Ki) ∀i (6.4)

・家計行動

ys = W · lpc + R · ks +
ks∑

s ksNs

∑

i

πi ∃s ∈ Sy (6.5)

qH
i,s =

ρi

pq
i

(1−mpss)(1− τd)ys ∃s ∈ Sy, ∀i (6.6)

ys = R · ks + ω +
ks∑

s ksNs

∑

i

πi ∃s ∈ Sr (6.7)

qH
i,s =

ρi

pq
i

{(1− τd)ys + pV · cts} ∃s ∈ Sr, ∀i (6.8)

ctts =
(

kt′s
15

− δKkt
s

)
∃s ∈ Sr (6.9)

・政府行動

∑
s

τd · ys ·Ns +
∑

i

τ z
i · pz

i ·Qi = ω
∑

s∈Sr

Ns +
∑

i

pq
i ·QG

i + V G (6.10)

QG
i = gpci

∑
s

Ns ∀i (6.11)

ω =
W · lpc

5
(6.12)

・投資財需要

QV
i =

µV
i

pV
{

∑

s∈Sy

mpss(1− τd)ysNs − pV
∑

s∈Sr

ctsNs} ∀i (6.13)
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QGV
i =

µGV
i · V G

pGV
∀i (6.14)

・市場均衡条件

Zi =
∑
s

qH
i,s ·Ns + QV

i + QG
i + QGV

i ∀i (6.15)

∑

i

Li =
∑

s∈Sy

Ns · lpc (6.16)

∑

i

Ki =
∑
s

ks ·Ns (6.17)

・価格に関する方程式

pq
i = (1 + τ z)pz

i ∀i (6.18)

pV =
∑

i

µV
i pq

i (6.19)

pGV =
∑

i

µGV
i pq

i (6.20)

・資本の更新式

kt+1
s+1 = (1− δK)kt

s +
mpss(1− τd)yt

s

pV
t

∃s ∈ Sy (6.21)

kt+1
s+1 = (1− δK)kt

s − ctts ∃s ∈ Sr (6.22)

Gt+1 = (1− δG)Gt +
V G

t

pGV
t

(6.23)

以上の連立方程式体系は 23組 349本の方程式からなり，同じく 349個の内生変数（Zi3

個，Li3個，Ki3個，πi3個，ys60個，qH
i,s180個，cts15個，ω1個，V G1個，W1個，R1個，pz

i 3

個，pq
i 3個，pV 1個，pGV 1個，QG

i 3個，QV
i 3個，QGV

i 3個，kt+1
s+160個，Gt+11個）を含む．た

だし，この方程式体系は価格に関してゼロ次同次であり，すべての市場の超過需要

額の総和が常にゼロになるというワルラス法則が成り立っているため，方程式のう

ちの 1本は冗長である．そこでシミュレーション時には労働力を価値基準財に選びそ

の価格W を 1に固定することで，すべての価格変数を労働力に対する相対価格とし

て表現する 11)．

6.2 政策と社会厚生の関係

シミュレーションではまず政策変数Cを変化させ，社会厚生を最大化する税率が存

在することを確かめた．ここで例えば C = 1は基準年の税率を維持したケースに，
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C = 1.1は基準年比で各種税率を 1割増やしたケースに該当する．Cと各種税率の関

係については，表–6.1にまとめた．

ここで税率と社会資本投資の関係について述べておく．政府支出の 3つの項目のう

ち，社会保障費および公共サービスは外生の人口データによって決まるので，税率

を上げたことによる政府の増収分はすべて社会資本投資に充てられることになる．

逆に税率を減らした場合，減収分は全て社会資本投資を削ることによって調整され

る．すなわち税率の増減はそのまま社会資本投資の増減と 1対 1に対応している．

図–6.2からは社会厚生を最大化する点がほぼ C = 1の付近にあることが読み取れ

る ．シ ミュレ ー ション 分 析 で は C = 1を 社 会 資 本 投 資 が 適 切 な 水 準 で な さ れ て い る

ケースとして選んだほか，社会資本投資が過小なケースとしてC = 0.85，過大なケー

スとして C = 1.15を選び，それぞれのケースで資本ストックがどのように推移する

かに着目する．

6.3 資本ストックの推移

各ケースにおける社会資本と民間資本のストックの推移を図–6.3，図–6.4，図–6.5に

示す．3つの表を見比べると，社会厚生が最大化される場合には概ね社会資本と民

間資本が一定のバランスを保ちながら蓄積されていることが確認できる．今回の

シミュレーションにおいては設定した税率は 30年間固定としたが，ここにある程度

の柔軟性 をもたせ た る ことで より厳密 に両資本 ストックの最 適なバラン スを実現

できると考えられる．

6.4 その他の経済指標の推移

資本ストック以外の各種経済指標の推移からもモデルの妥当性を検証する．資本

レントの推移を図–6.6に示す．シミュレーション時には賃金を 1に固定しているので，

資本レントの上昇はそのまま労働力に対する民間資本の相対価値が上がることを

意味する．今回設定した潜在成長率や貯蓄率，人口予測のもとでは，シミュレーショ

ンの前半においては資本の成長が鈍化する効果が労働の成長が鈍化する効果を上

回り，後半ではその関係が入れ替わるという結果になった．図–6.3でシミュレーショ
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ン前半では民間資本ストックが減少していることからも分かる通り，これは貯蓄率

を低く見積もり過ぎた可能性が高いことを意味している．

次に，社会保障費の絶対額の推移を図–6.7に示す．いわゆる団塊の世代（1947～1949

年生まれの世代）1)が一斉に引退期を迎えて社会保障費が増大する様子は表現でき

ているが，シミュレーション後半で社会保障費の絶対額が減少に転じるのはやや不

自然である．これは，高齢者関係の社会保障給付費を年金に限定し，引退世代の人

口 に 完 全 に 比 例 す る と し た 仮 定 に 誤 り が あ り，モ デ ル の 妥 当 性 を 高 め る た め に は

医療・福祉等に関する支出も考慮する必要があることを示唆している．

最後に，GDPに占める社会資本投資の割合の推移を図–6.8に，GDPに占める社会

保障費の割合の推移を 図–6.9に示す．社会保障費の増大が収まり，かつある程度の

経済成長を実現した後は社会資本投資対GDP比が加速度的に大きくなっていること

が読み取れる．社会資本投資対 GDP比の変動が大きいと効率的な投資政策は取り

づらくなると考えられるので，公債をモデルに導入するなどして推移を安定させ

ることで，社会厚生をより大きくするような政策が分析可能になるだろう．
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第7章 おわりに

本研究では応用一般均衡モデルと世代重複モデルを統合することにより，少子高

齢化社会における効率的な社会資本の蓄積過程を実現するための政策評価手法を

提案した．今回構築したモデルによって，少子高齢化の進行が労働と資本の推移を

不安定な状態にするという，従来にはなかった問題について分析を行うことが可能

となる．このモデルを用いてシミュレーション分析を行った結果，民間資本と社会資

本が良好なバランスを保ちながら蓄積されていくことが望ましく，そのバランスを

逸脱して社会資本投資を行うことは社会厚生を損なうことを確認した．さらに資

本ストック以外の各種経済指標の推移も分析し，モデルの妥当性の検証を行った．

モデルの改良すべき課題として，まず今回のシミュレーションでは税率を 30年間

固定とし たが，ここに ある程度 の柔軟性 をもたせ ることが 考えられる ．こうする

ことでより厳密に社会資本と民間資本の良好なバランスを保つための政策が分析

できる．次にパラメータの設定において，社会資本減耗率を一定としたが，これは

社会資本が過去に一定のペースで蓄積されてきたという仮定を暗黙に用いること

になる．今後一斉に耐用年数を迎える社会資本の更新需要増大を表現するために

は，社会資 本に家計と 同じよう に世代構 造を組み 込むなど して，各年に おいて異

なる減耗率を与える工夫が必要になる．また社会資本更新技術の進歩を考慮する

余地も存 在する．社会 保障費に ついても ，今回は老 年人口に 支給される 年金支出

のみを考えたが，高齢化による社会保障費の増大をより正確に表現するためには，

医療・福祉等に関わる費用も考える必要がある．最後に，今回は社会資本の生産性

を評価する際に，社会資本と民間資本に対して最適な投資が為されてきたという

仮定を用 いたが，当然 ながら他 の方法も 考えられ る．社会資 本の生産性 について

は様々な試算方法があり 15)見解の一致をみるに至っていない問題であるが，モデル

から得られる示唆に大きく影響する部分だけに十分な吟味が必要である．
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図–4.1 社会会計表
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人口 保有資本ストック（単位：千人） （千人当たり）20 1540 0 0.28621 1540 124 0.28622 1540 249 0.28623 1540 373 0.28624 1540 498 0.28625 1738 1684 0.28626 1738 1684 0.28627 1738 1684 0.28628 1738 1684 0.28629 1738 1684 0.28630 1966 4252 0.35231 1966 4252 0.35232 1966 4252 0.35233 1966 4252 0.35234 1966 4252 0.35235 1736 6491 0.35236 1736 6491 0.35237 1736 6491 0.35238 1736 6491 0.35239 1736 6491 0.35240 1588 8928 0.26741 1588 8928 0.26742 1588 8928 0.26743 1588 8928 0.26744 1588 8928 0.26745 1562 10882 0.26746 1562 10882 0.26747 1562 10882 0.26748 1562 10882 0.26749 1562 10882 0.26750 1826 13239 0.19551 1826 13239 0.19552 1826 13239 0.19553 1826 13239 0.19554 1826 13239 0.19555 1962 17363 0.19556 1962 17363 0.19557 1962 17363 0.19558 1962 17363 0.19559 1962 17363 0.19560 1730 22158 0.09361 1730 22158 0.09362 1730 22158 0.09363 1730 22158 0.09364 1730 22158 0.093

年齢 貯蓄率

人口 保有資本ストック（単位：千人） （千人当たり）65 1474 35364 066 1474 33006 067 1474 30649 068 1474 28291 069 1474 25933 070 1296 23576 071 1296 21218 072 1296 18861 073 1296 16503 074 1296 14145 075 1026 11788 076 1026 9430 077 1026 7073 078 1026 4715 079 1026 2358 0

年齢 貯蓄率

図–4.2 基準年人口データ
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経済に参入 人口する時刻 ｔ （単位：千人）1 14142 13883 13474 13025 12536 12167 12128 11909 120810 120611 118312 118813 119314 117915 118016 116017 114518 111119 108820 105021 107222 108423 109224 107825 103826 99727 95728 91729 87630 836
図–4.3 将来世代人口データ

生産税率 生産税率 生産税率（農業） （工業） （サービス）0.85 0.1656 0.0566 0.1441 0.04430.9 0.1753 0.0599 0.1526 0.04690.95 0.1851 0.0633 0.1610 0.04951 0.1948 0.0666 0.1695 0.05211.05 0.2045 0.0699 0.1780 0.05471.1 0.2143 0.0733 0.1865 0.05731.15 0.2240 0.0766 0.1949 0.0599
C 所得税率
図–6.1 政策変数 C と各種税率の関係
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図–6.2 政策変数 C と社会厚生の関係

図–6.3 資本ストックの推移 [C=1.00]
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図–6.4 資本ストックの推移 [C=0.85]

図–6.5 資本ストックの推移 [C=1.15]
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図–6.6 資本レントの推移

図–6.7 社会保障費の絶対額の推移
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図–6.8 GDPに占める社会資本投資の割合の推移

図–6.9 GDPに占める社会保障費の割合の推移
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